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• 独り立ちレベルの育成（5千人/年）

• 見習いレベルの育成（5万人/年）

現状（MGIレポート）

日本：3.4千人

US:25千人、中国：17千人

初等中等教育

• 「第５期科学技術基本計画（平成28年１月閣議決定）」において謳われている「超スマート社会」の実現、及び「理工系人材育成に関する
産学官円卓会議における行動計画」等を踏まえ、関連施策の一体的な推進が求められている

• 生産性革命や第4次産業革命による成長の実現に向けて、情報活用能力を備えた創造性に富んだ人材の育成が急務

• 日本が第4次産業革命を勝ち抜き、未来社会を創造するために、特に喫緊の課題であるAI、IoT、ビッグデータ、セキュリティ及びその基盤と
なるデータサイエンス等の人材育成・確保に資する施策を、初中教育、高等教育から研究者レベルでの包括的な人材育成総合プログラムと
して体系的に実施

高等教育（大学・大学院・高専教育）

情報活用能力の育成・教育環境の整備
• 次世代に求められるプログラミングなどの情報活用能力の育成
• アクティブラーニングの視点に立った指導や個の学習ニーズに対応した
「次世代の学校」 創生（スマートスクール構想の推進 等）
• 学校関係者や関係企業等で構成する官民コンソーシアムの設立

セキュリ
ティ

ビッグデータ

産業界

情報スキル

全学的な数理・情報教育の強化
• 教育体制の抜本的強化(数理・情報教育研究センター(仮称)等)など

AI

トップレベル人材の育成

• 理研AIP※1センターにおける世界トップレベルの
研究者を惹き付け・育成

• 若手研究者支援（卓越研究員制度や競争
的資金の活用を含む）、国際研究拠点形成

数理、情報関係学部・大学院の強化
• 新たな学部等の整備の促進、enPiT※2等で養成するIT人材の増大

• 情報コアカリ・理工系基礎となる数学教育の標準カリキュラム整備
• 新たな社会を創造・牽引するアントレプレナーの育成

• 社会実装の方向性を共
有

• 実社会における情報技術
の活用手法を学ぶ機会を
確保

産業界への人材輩出

※注：左吹き出しの人数は「ビッグデータの利活用のための専門人材育成について」（大学共同利用機関法人情報・システム研究機構、平成27年7月））から引用

• 世界トップレベルの育成（5人/年）

• 業界代表レベルの育成（50人/年）

• 棟梁レベルの育成（500人/年）

• 小学校における体験的に学習する機会の確保、中

学校におけるコンテンツに関するプログラミング学習、

高等学校における情報科の共通必履修科目化と

いった、発達の段階に即したプログラミング教育の

必修化

• 全ての教科の課題発見・解決等のプロセスにおいて、

各教科の特性に応じてICTを効果的に活用

• 文科省、経産省、総務省の連携により設立する官

民コンソーシアムにおいて、優れた教育コンテンツの

開発・共有等の取組を開始

高等学校：約337万人（３学年）

中学校：約350万人（３学年）

小学校：約660万人（６学年）

参考：必要とされるデータサイエンス人材数(※)

情報
リテラシー

• リテラシーの醸成（50万人/年）

大学入学者/年: 約60万人

※１ Advanced Integrated Intelligence Platform Project
（人工知能/ビッグデータ/IoT/サイバーセキュリティ統合プロジェクト）
※２ Education Network for Practical Information Technologies
（情報技術人材育成のための実践教育ネットワーク（形成事業））

IoT

「第4次産業革命に向けた人材育成総合イニシアチブ」
～未来社会を創造するAI/IoT/ビッグデータ等を牽引する人材育成総合プログラム～
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「第4次産業革命に向けた人材育成総合イニシアティブ」
～➁高等教育段階における取組～

～非数理・情報学部を含め、数理・情報の学修を強化～

・ 理工系の基礎となる数学教育の標準カリキュラムを整備

・ 全学教育研究組織（数理・情報教育研究センター（仮称））の整備
※教育体制の抜本的強化、他分野と数理・情報を融合した教育研究の実施等

（例：大阪大学が数理・データ科学教育研究センターを2015年10月に設立）

・ 数理・情報分野の専門教育への重点支援

・ 数理、情報関係学部・大学院の整備・拡充の促進
※数理、情報関係学部・大学院の新設、定員増等

（Ｈ29年度新設を構想中 滋賀大学(データサイエンス学部)、名古屋大学(情報学部)）

✓コアカリキュラムの策定（大学の情報教育コアカリキュラムの策定、高等専門学校のコアカリキュラムの
導入促進）

※Education Network for Practical Information Technologies（情報技術人材育成のための実践教育ネットワーク（形成事業））

など

✓実践教育を行う産学連携ネットワークの構築(enPiT※拡充、数理を産業に活かす実践教育の推進)

✓数理・情報教育プログラムの開発（大学における医療・農業・経営・公共政策等他分野と情報・数
理を掛け合わせるプログラム開発、高等専門学校における情報教育パイロットプログラム開発）

全学的な数理・情報教育の強化

数理・情報の専門人材の育成強化

２



日本再興戦略２０１６（平成２８年６月２日閣議決定）

第１ 総論
Ⅱ 日本再興戦略2016 における鍵となる施策

３．イノベーションの創出・チャレンジ精神にあふれる人材の創出
(2)経済成長を切り拓く人材の育成・確保
・ 高等教育での数理・情報教育を強化するため、トップレベルのデータサイエンティストなどを育成する学部・
大学院の整備を促進するとともに、全学的な数学教育の強化（標準カリキュラムの策定）等を実施する。【来
年度より具体的取組を開始】

第２ 具体的施策
２．多面的アプローチによる人材の育成・確保等
２－１．人材力の強化
（２）新たに講ずべき具体的施策
ⅱ）高等教育等を通じた人材力の強化
② IoT・ビッグデータ・人工知能等を牽引するトップレベル情報人材の育成と高等教育における数理教育の強
化 ・IoT・ビッグデータ・人工知能等の進展に対応した未来社会を創造する人材の育成・確保に向 けて、高
等教育において、高度なレベルのデータサイエンティストなどを育成する学部・大学院の整備を促進する。理
工系の基礎となる数学教育の標準カリキュラムの開発等を通じて全学的な数理・情報教育の強化を行うとと
もに、数理・情報教育を行う産学連携ネットワークの構築など、大学・大学院・高等専門学校における数理・
情報分野に関する専門人材の育成機能を強化する。

大学の数理及びデータサイエンスに係る教育強化 （平成28年度 関連政府方針①）



科学技術イノベーション総合戦略２０１６（平成２８年５月２４日閣議決定）

第１章 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化
［Ｃ］重きを置くべき取組
（１）人材力の強化
【重きを置くべき取組】
Ⅰ 知的プロフェッショナルとしての人材の育成・確保と活躍促進

○若手研究者等の育成・活躍促進
初等中等教育において、情報活用能力の育成や教育環境の整備を図るとともに、大学等における数理・情

報教育の強化、さらにはトップレベルの研究者が一体的に研究と人材育成を推進する等により、データ解析
やプログラミング等の基本的知識を持ち、数理的思考やビッグデータ・ＡＩ等の基盤技術を新しい課題の発見・
解決に活用できる人材の育成を包括的に促進する。

世界最先端IT国家創造宣言（平成２８年５月２０日閣議決定）

II-２．【重点項目２】 安全・安心なデータ流通と利活用のための環境の整備
II-２-(２) データ流通の円滑化と利活用の促進
[主な取組内容]
（人材育成）

我が国が第４次産業革命を勝ち抜くために、初等中等教育において様々な課題解決に必要な論理的思考力
や創造性、情報活用能力などの汎用的な力を育成しつつ、高等教育から研究者レベルにおいて、特に喫緊の課
題であるIoT、ビッグデータ、AI、セキュリティ及びその基盤となるデータサイエンティスト等の人材育成・確保に資
する施策を「第４次産業革命に向けた人材育成総合イニシアチブ」として、包括的に実施。その際、プログラミン
グ教育を推進するため、府省庁と産業界との連携、学習指導要領の改訂、ITインフラ環境の整備に取り組む。

大学の数理及びデータサイエンスに係る教育強化 （平成28年度 関連政府方針②）



ニッポン一億総活躍プラン（平成２８年６月２日閣議決定）
５．「戦後最大の名目GDP600 兆円」に向けた取組の方向

（15）イノベーション創出・チャレンジ精神に溢れる人材の創出
（多面的アプローチによる人材の育成・確保）
第４次産業革命を支える人材の確保・育成に向けて、初等中等教育におけるプログラミング教育の必修化をは

じめとするIT を活用した教育の全国展開、高等教育における大学院・大学での数理教育の強化、特定国立研究
開発法人等における世界レベルの研究者を糾合した研究と人材育成の一体的推進などに着手する。

ニッポン一億総活躍プラン ロードマップ（名目ＧＤＰ600兆円の実現）
人口減少局面における成長力の強化（生産性革命に向けた取組の加速）

⑦ 成長を担う人材創出（人材育成・教育改革）
高等教育において、IoT・ビッグデータ・人工知能など高度なレベルのデータサイエンティスト等を育成する学部・

大学院の整備を促進するとともに、数学教育の標準カリキュラムの開発など数理・情報分野の専門人材の育成機
能の強化に係る取組を推進する。

科学技術イノベーション総合戦略２０１６（平成２８年５月２４日閣議決定）
第１章 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化

［Ｃ］重きを置くべき取組
（１）人材力の強化
【重きを置くべき取組】
Ⅰ 知的プロフェッショナルとしての人材の育成・確保と活躍促進

○若手研究者等の育成・活躍促進
初等中等教育において、情報活用能力の育成や教育環境の整備を図るとともに、大学等における数理・情

報教育の強化、さらにはトップレベルの研究者が一体的に研究と人材育成を推進する等により、データ解析
やプログラミング等の基本的知識を持ち、数理的思考やビッグデータ・ＡＩ等の基盤技術を新しい課題の発見・
解決に活用できる人材の育成を包括的に促進する。

大学の数理及びデータサイエンスに係る教育強化 （平成28年度 関連政府方針③）



数理及びデータサイエンス教育の強化に関する懇談会について

平成２８年８月９日
文部科学省高等教育局

１．趣旨
第５期科学技術基本計画（平成２８年１月閣議決定）において未来社会の姿として示される「超ス

マート社会」（Society 5.0）に向けて、数理的思考やデータ分析・活用能力を持ち、社会における様々な
問題の解決・新しい課題の発見及びデータから価値を生み出すことができる人材を戦略的に育成するため、
「数理及びデータサイエンス教育の強化に関する懇談会」を設置し、大学における数理及びデータサイエンス教
育の強化の方策を検討する。

２．検討事項
（１）大学における数理及びデータサイエンス教育の強化方策について
（２）その他必要な事項

３．実施方法
（１）懇談会は、別紙に掲げる委員により構成する。
（２）必要に応じ、別紙の委員に加えて、他の有識者を参画させることができる。

４．実施期間
平成２８年８月９日から平成２９年３月３１日までとする。

５．その他
（１）懇談会に関する庶務は、文部科学省高等教育局専門教育課において処理する。
（２）その他の運営に関する事項は、必要に応じ懇談会に諮って定める。



（別 紙）

数理及びデータサイエンス教育の強化に関する懇談会
委員名簿

◎ 有川 節夫 前九州大学総長
上田 修功 NTTコミュニケーション科学基礎研究所特別研究室長

（ＮＴＴフェロー）機械学習・データ科学センタ代表
大森 裕浩 東京大学経済学研究科教授
尾上 孝雄 大阪大学大学院情報科学研究科長
河原林健一 国立情報学研究所情報学プリンシプル研究系教授
國府 寛司 京都大学大学院理学研究科教授
酒井 弘憲 エーザイ株式会社メディカル本部育薬企画部・ディレクター

○ 杉原 正顯 青山学院大学理工学部物理・数理学科教授
鈴木 督久 （株）日経リサーチ常務執行役員
竹村 彰通 滋賀大学データサイエンス教育研究センター長

※ 敬称略、◎：座長 ○：副座長、 役職は平成28年12月現在



数理及びデータサイエンス教育の強化に関する懇談会
審議経過

第1回 平成28年8月9日（火）
大学の数理・データサイエンス教育強化方策に係る検討事項について意見交換

第2回 平成28年8月25日（木）
大学の数理・データサイエンス教育強化方策について意見交換

第3回 平成28年９月９日（金）
数理・データサイエンス教育研究センター（仮称）構想の評価、標準カリキュラムの在り方につ

いて意見交換

第4回 平成28年10月14日（金）
数理・データサイエンス教育に関する有識者ヒアリング

第5回 平成28年11月18日（金）
数理・データサイエンス教育に関する有識者ヒアリング、大学の数理・データサイエンス教育強化

方策（とりまとめ案）について



「大学の数理・データサイエンス教育強化方策について」（抜粋）
数理及びデータサイエンス教育の強化に関する懇談会（平成28年12月）

２．文部科学省として喫緊に取り組むべき方策
（ １ ）数理・データサイエンス教育研究センター（仮称）の整備
（ １ ）－１ センターのミッション

○ 数理・データサイエンスの全学的な教育（一般教育・専門基礎教育等）の実施、カリキュラムの設計・教材作成
等

○ 多方面にわたる応用展開を念頭に新たな価値の創出ができる人材育成に向けた教育の実施（例えば、数理・
データサイエンス分野と文系分野を含む様々な他分野との連携等）

○ 全国的なモデルとなる標準カリキュラムの作成・普及（センターでコンソーシアムを形成し、協働して取り組む）
○ 数理・データサイエンスと社会とのつながりについてもって教えることができる教員の養成（ＦＤ等の充実）
○ 地域や分野における拠点として、取組成果の他大学への展開・波及
○ 大学、産業界及び研究機関等と連携したネットワークを形成し、実践的な教育の実施

（ １ ）－２ センター整備の在り方

○ 全国の大学に取組成果の波及を図るため、地域や分野における拠点として他大学の数理・データサイエンス
教育の強化に貢献することが期待される。
そこで、

① 幅広い分野へ数理・データサイエンス教育を展開するため、多様な学部・研究科を有していることや、特定
分野に特色を持つセンターを分野ごとにモデルとして整備する必要があること、

② 全学的・組織的に数理・データサイエンス教育を行うという新たな取組の実施に当たっては、複数センターに
おいて実践し、好事例の共有や取組の発展に向けた議論な どにより、有効な教育方法・教育内容を確立し
ていく必要があることから、全国で１０拠点程度を緊急的かつ重点的に整備するための支援を行うことが必
要である。今後のセンターの在り方として、一大学では実施体制が不十分である場合、複数の大学が連携
拠点を形成することも考えられる。

○ 整備したセンターにおいては、その取組の定着と水準の向上を図ることが必要であるため、文部科学省がそ
の取組を定期的に評価することも有効である。



大学の数理及びデータサイエンスに係る教育強化 （国立大学法人運営費交付金）

○膨大なデータが溢れる時代において、諸外国と比較すると企業では意思決定におけるデータとアナリティクスの活用に遅れをとっている状況。

○世界に先駆けた「超スマート社会」の実現（Society5.0）に向けて、我が国の産業活動を活性化させるために必要な数理・データサイエン
スの基礎的素養を持ち、課題解決や価値創出につなげられる人材育成が必要不可欠。

現状

専門分野の枠を超えた全学的な数理・データサイエンス教育機能を有するセンターを整備し、
専門人材の専門性強化と他分野への応用展開の双方を実現し相乗効果を創出

小 大専門分野の数理・データサイエンス関連性
低

高

数
理
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ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス

ス
キ
ル

幅広い分野における
数理・データサイエンス
スキルの向上

一般教育科目・専門基礎科目
の充実・増強

数理・データサイエンス分野
の専門人材の増強
専門科目の充実・増強

（出典総務省「情報流通・蓄積量の計測手法の検討に係る調査研究」（平成25年））

（出典：ＧＥグローバル・イノベーション・バロメーター 2016年 世界の経営層の意識調査）
（出典：総務省「ビッグデータの流通量の推計及びビッグ
データの活用実態に関する調査研究」（平成27年））

○我が国の企業幹部におけるデータの分析・活用の戦略的価値
への認識は、世界の主要国の水準と比べて非常に低い。

○数理的思考やデータ分析・活用能力を持つ人材が戦略的にデータを扱う
ことによる経営等への効果は大きい。

●分析手法・分析人材の違いによる効果割合●企業幹部におけるデータとアナリティクスを用いた意思決定割合 ●データの流通・蓄積・活用による産業活動の活性化

✓ 文系理系を問わず、全学的な数理・データサイエンス教育を実施

✓ 医療、金融、法律等の様々な学問分野へ応用展開し、社会的
課題解決や新たな価値創出を実現

✓ 実践的な教育内容・方法の採用
・企業から提供された実データ等のケース教材の活用
・グループワークを取り入れたＰＢＬや実務家による講義等の実践的な教育
方法の採用

✓ 標準カリキュラム・教材の作成を実施し、全国の大学へ展開・普及

実現に向けたシナリオ
●本事業の人材創出モデル

平成29年度予算額 ６億円

金融・保
健

農業・食料

健康・医療

交通・輸送

災害対策

建築・ｲﾝﾌﾗ

全学教育センター
整備

工

医
・保健

ＡＩ・ロボット

理

人文
社
会

科
学

農
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目 的 専門分野（学部・学科）を超えて、数理的思考力やデータ分析・活用能力を持ち、社会における様々な問題の解決・新し
い課題の発見及びデータから価値を生み出すことができる人材を育成するため、必要となるカリキュラム・教材を全国的なモデル
として示すことにより、教育の質保証を図る。

○ 複数の数理・データサイエンス教育研究センターでコンソーシアムを形成し、各大学が有する叡智を結集するとともに、協働して全国的な
モデルとなる数理・データサイエンスのカリキュラムや教材を開発し、他大学への普及を図る取組の実施。

取組内容

※必要に応じて外部の大学や有識者等の参画を求める。

✓ 一般教育，専門基礎教育における中核的・基礎的な能力育成に係るカリキュラム開発
・理論と演習の組合せにより実践力を強化
・特に一般教育では、企業の事例を元にしたケーススタディ等を取り入れ、数理・データサイエンスが社会における課題発見・解決や新
たな価値の創出、様々な学問分野の発展に役立つものであることの認識を向上
・専門基礎教育では、実際の社会的課題解決等に活用できるようにするため、座学ではなくグループワークを取り入れたPBL

（Project Based Learning）などの実践的な教育方法を採用
・事前事後学習の充実を図るためe-learning等による学習環境の整備

✓ 企業等から入手するデータセット*を拠点大学に蓄積し、教材として有効活用

拠点大学

【コンソーシアム形成】

【イメージ図】

・カリキュラム作成
方針等の検討

・他大学へ普及
する取組の検討

・センターを持つ大
学の対話の場

データセット

普
及
・
展
開

拠点大学

拠点大学

拠点大学

拠点大学

有識者

文部科学省

拠点大学
（代表） 理

学
工
学

人
文

社
会

科
学

医
・保
健

農
学情

報

＜文系・理系の枠を超えた
全学的な数理・データサイエンス教育の実施＞

ベースアップ

*実験データ・調査データ・地域の生データ等の各種データの集団
(イメージ例)「ホットペッパービューティーデータ」 「楽天データ」

店舗データ・店舗ブログデータ・口コミデータ等のTSV(タブ区切り)形式 楽天市場（全商品データ，レビューデータ）・楽天トラベル（施設データ、レビューデータ）等のTSV形式

数理・データサイエンス教育（一般教育・専門基礎）
データセット

大学の数理及びデータサイエンスに係る教育強化(モデルカリキュラム等の作成)



北海道大学
（生命・社会科学分野）

・先端研究データ・企業からの実データを
産地直送データとして教材活用。
・生命・数理・社会分野におけるオーダー
メイドプログラムの実施。
・北海道内大学・高専・日立製作所等
との連携。

東京大学
（人工知能分野）

・世界をリードしている人工知能の諸分野等の教育
研究システムを活用し、全学展開を図る。
・次世代知能科学研究センターとも連携。
・数理情報部門、数学基礎教育部門、基盤情報
部門、応用展開部門を設立し、高大接続から大
学院教育での応用展開まで一貫した教育を実施。

大阪大学
（金融・保険分野）

・これまでの金融・保健分野の教育研究実績を踏まえ、
金融保険分野、モデリング・データ科学を中心として学
部教育を展開。
・近隣の５教育大学と単位互換協定を結び、初中教
育の教員へのリテラシー確立に貢献。

滋賀大学
（社会問題分野）

・データサイエンス教育に必要なデータエンジニアリ
ング、データアナリシス関係の教員を配置。
・経済、教育、環境、医療・健康、バイオ、気
象・防災、交通、教育等について学内外の教員
を招聘し、教育環境を整備。

京都大学
（イノベーション分野）

・情報・統計・数理に関する基礎的な教育を、学部
入学から博士後期課程までの各段階において体系的
に実施。
・統計教育部門・情報基盤教育部門・数理基盤教
育部門により構成。
・統計数理研究所、理化学研究所等と連携。

九州大学
（数学分野）

・数学、応用数学、統計などを推
進する数理学研究院及び日本で
唯一の産業数学の研究所であるマ
ス・フォア・インダストリ研究所、デー
タサイエンス教育を推進するシステ
ム情報科学研究院を中心に教育
研究を実施。

大学の数理及びデータサイエンスに係る教育強化 –平成29年度整備拠点-
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大学の数理及びデータサイエンスに係る教育強化 （関連政府方針(平成29年度)）

世界最先端IT 国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画（平成29年５月30日閣議決定）

第２部 官民データ活用推進基本計画
Ⅱ 施策集
Ⅱ－１－(9) 人材育成、普及啓発等【基本法第17 条、第18 条関係】
① 分野横断的な施策のうち重点的に講ずべき施策
・ AI、IoT 等を有効に活用するために不可欠なデータ活用に係る専門的な知識や技術を有する人材の育成について、政
府一体となって計画的に実施
- 第四次産業革命に求められる新しい内容の仕事に対応するため、必要なマインド・能力・リテラシーをもった人材の育成が
急務。
- 政府における既存の各取組を踏まえた計画的な人材育成に取り組む。
- これらの人材が核となり新たな製品・サービスが供給され、異分野連携、各分野における既存手法の改善、産業構造の
転換が進み、経済成長と社会的課題解決を実現。
・ 不足するセキュリティ・IT 人材の計画的な育成
- セキュリティ・IT 人材については、不足が懸念されており、今後の育成が急務。

未来投資戦略2017―Society 5.0 の実現に向けた改革―（平成29年６月９日閣議決定）
第２ 具体的施策
Ⅱ Society 5.0 に向けた横割課題
１．人材の育成・活用力の強化
（２）新たに講ずべき具体的施策
ⅰ）個々の働き手の能力・スキルを向上させる人材育成・人材投資の抜本拡充

③ 大学等の高等教育機関が「IT・データスキル」育成の重要なプレーヤーとなるための制度改正・政策支援
（略）
・文系理系を問わず専門分野を超えた全学的な数理・データサイエンス教育及び情報技術教育を実施するセンターの整
備、大学・高等専門学校等の高等教育機関における情報セキュリティ等の情報技術人材育成を推進する。



未来投資会議（第8回）（平成29年5月12日）
数理・データサイエンス教育関連発言（抜粋）

【松野文部科学大臣（資料６に基づき説明）】
第４次産業革命の推進やSociety 5.0の実現に当たって鍵となるのは人材力である。
関係省庁や産業界と密接に連携しつつ、大学や専修学校における教育・人材育成を
抜本的に強化していきたいと考えている。社会人の学び直しへの対応も充実していく。
例えばIT人材に関連しては、第１に大学等における学科の縦割りを見直すなどの工
学教育体制の改革や文系理系を問わず、数理・データサイエンス教育を進めるなど
により、未来の産業構造に対応した人材を育成していきたいと考えている。

【金丸議員】
本日、私から人材力の強化、特にIT分野の人材力の強化について提言をさせていただいた。その中で触れさせていただいた工学部の教育改
革の中身について、本日、松野大臣からも工学教育改革の推進という力強い御説明をいただいた。ここに書かれてある４つの、特に学科の縦
割りの構造の見直しであるとか、工学の基礎教育の中にデータサイエンス等を入れていただけるようなことは必ず、ぜひ実現していただきたい
と思う。

【安倍内閣総理大臣】
人々が生涯にわたってＩＴを使いこなす力を更新できるよう、個人の学び直しの機会、支援を充実させてまいります。文系理
系を問わずデータサイエンス教育を実施する、学科の縦割りを越えた工学教育を広めるなど、大学教育を新たな時代の
ニーズに合ったものにしてまいります。
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出典：「未来投資会議」（首相官邸ホームページ）（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/miraitoshikaigi/）
を基に文部科学省作成



大学の数理及びデータサイエンスに係る教育強化

文部科学省

拠点大学
（代表）

拠点大学

拠点大学

拠点大学

拠点大学

拠点大学

数理及びデータサイエンス教育を実施する組織の整備

・専門分野を越えて、数理及びデータサイエンスを中心とし
た全学的な教育を行うセンターとしての機能を有する組織
を整備(６拠点)

平成２９年度

コンソーシアムにおいて作成する標準カリキュラム・教材の着実な
全国展開・普及を実施するため、地域や分野のバランスを勘案し、
必要となる拠点を整備

○文系理系を問わず、全学的な数理・データサイエンス教育を実施
○標準カリキュラム・教材の作成を実施し、全国の大学へ展開・普及

○医療、金融、法律等の様々な学問分野へ応用展開し、社会的課
題解決や新たな価値創出を実現

・センターを内
在化、恒久的
組織へ

・支援期間終
了後についても、
センターを維
持・発展させ、
持続的にその
活動を行い、
他の大学を引
き続き支援して
いく

・カリキュラム作成
方針等の検討

・他大学へ普及
する取組の検討

・センターを持つ大
学の対話の場

東京大学
（人工知能分野）

北海道大学
（生命・社会科学分野）

大阪大学
（金融・保険分野）

滋賀大学
（社会問題分野）

京都大学
（イノベーション分野）

・

九州大学
（数学分野)

工

医
・保健

理

人文

社会
科学

農

金融・保健

農業・食料

健康・医療
交通・輸送

災害対策

建築・ｲﾝﾌﾗ

ＡＩ・ロボット

着実な全国展開に
必要となる拠点の

更なる整備

コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
形
成

今後の展開
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Society 5.0に対応した高度技術人材育成事業
平成30年度概算要求額 20億円(９億円)

取組①成長分野を支える情報技術人材の育成拠点の形成(enPiT)
1４億円(９億円)【拡充】

背
景
・
課
題

施
策
・
提
言
等

事
業
の
取
組
内
容

取組②超スマート社会の実現に向けたデータサイエンティスト
育成事業 ６億円【新規】

産学連携による課題解決型学習(ＰＢＬ)等の実践的な教育の推
進により、大学における情報技術人材の育成強化を目指す。

産官学による実践的な教育ネットワークを構築し、文系理系を問
わず様々な分野へ数理科学の応用展開を図り、それぞれの応用分
野で数理・情報的課題解決力を持ち、新しい価値の創造を見いだ
せる人材(データサイエンティスト)を育成する。◆ 学部学生に対する実践的教育の推進(enPiTⅡ)

（運営拠点：１拠点、分野別中核拠点：４拠点）
・大学間連携により、ＰＢＬ中心の実践的な教育を実施
・教育ネットワークを構築し、開発した教育方法や知見を全国に普及
・産業界と協力な連携体制を構築

◆ IT技術者の学び直しの推進(enPiT‐Pro)
（４拠点 ⇒ ９拠点(対前年度＋５拠点)）
・大学が有する最新の研究の知見に基づき、

情報科学分野を中心とする高度な教育
(演習・理論等)を提供

・拠点大学を中心とした産学教育ネット
ワークを構築し、短期の実践的な学び
直しプログラムを開発・実践

・セキュリティ等の特に人材不足が深刻な
分野の学び直しを加速

ベンダー企業

大学

ユーザー企業

学術機関

拠点大学

（資料）IT⼈材の最新動向と将来推計に関する 調査結果（平成28年６月経済産業省）

◆ 第四次産業革命の進展による産業構造の変化に伴い、付加価値を生み出す競争力の源泉が、「モノ」や「カネ」から、
「ヒト(人材)」・「データ」である経済システムに移行。

◆あらゆる産業でＩＴとの組み合わせが進行する中で我が国の国際競争力を強化し、持続的な経済成長を実現させるに
は、ＩＴを駆使しながら創造性や付加価値を発揮し、日本が持つ強みを更に伸ばす人材の育成が急務。

【未来投資戦略2017―Society 5.0 の実現に向けた改革―】
平成２９年６月９日閣議決定（抄）

第２ 具体的施策
Ⅱ Society 5.0に向けた横割課題

Ａ．価値の源泉の創出
３．人材の育成・活用力の強化

ⅰ）個々の働き手の能力・スキルを向上させる人材育成・人材投資の抜本拡充
②実践的な能力・スキルを養成するための産官学連携したシステムの構築
③大学等の高等教育機関が「IT・データスキル」育成の重要なプレーヤーと

なるための制度改正・政策支援
④「社会人の生涯学び直し」における「IT・データスキル」等育成の抜本拡充

【世界先端ＩＴ国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画】
平成２９年５月30日閣議決定（抄）

第２部 官民データ活用推進基本計画
Ⅰ-２具体的施策

Ⅱ—１－(９) 人材育成、普及啓発等
①分野横断的な施策のうち重点的に講ずべき施策

・ AI、IoT 等を有効に活用するために不可欠なデータ活用に係る専門的な
知識や技術を有する人材の育成について、政府一体となって計画的に実施

・ 不足するセキュリティ・IT 人材の計画的な育成
・ 社会人の学び直しの推進（技術系人材の再教育）

◆データサイエンティスト育成のための実践的教育の推進（６拠点整備）

・大学間連携により、PBL中心の
実践的な教育を実施

・産業界と協力な連携体制を構築
し、必要となるビッグデータの
提供、実課題によるPBL（共同
研究）やインターンシップ等か
らなる教育プログラムを開発・
実践

・拠点間で連携し、データを取扱
う際のガイドラインを策定する
等の人材育成システムを全国に
普及

産学連携による実践的な教育ネットワークを形成し、Society 5.0の実現に向けて人材不足が深刻化しているサイバーセキュリティ人材やデ
ータサイエンティストといった、大学等における産業界のニーズに応じた人材を育成する取組を支援。


